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1. はじめに 

本報（その 2）では，前報（その 1）で報告した縮小衝突

実験結果の考察を行い，実大スケールにおける衝撃外力評価

及びそれを用いた非線形時刻歴応答解析による建物応答評価

を行う。 

2. 実験結果の考察 

その 1 で示した実験結果（Case1~Case3）で示した各パラ

メータと反発係数の関係について考察を行う。文献[1]による

と衝突試験体の圧縮応力度0 は密度，伝播速度 C0 及び衝突

速度 vs で決定される（0=C0vs）。Case1 においては衝突試

験体の，C0に加えて断面積 A が等しいため圧縮力（0A）は

vs に比例する。一般には，vs の増加に伴う圧縮力の増加が衝

突による被衝突面の損傷を増大させ，それに伴い損失エネル

ギー∆𝐸も増加する。しかしながら Case1 では，(1)式（その 1

の(6)式を引用）で表される反発係数を支配する変数の内，vs

の増加に伴い∆𝐸が増加した一方で，衝突物の運動エネルギー

（1
2⁄ 𝑚𝑠𝑣𝑠

2）も増加したために反発係数に変化が見られなか

ったと考えられる。Case2 及び Case3 においては，C0及び vs

が等しいため，0 が等しくなり，圧縮力は断面積に比例する

こととなる。そこで，両 Case における断面積（=m/L）に相

当する因子として単位長さあたりの質量（=m/L，本研究では

密度は一定と仮定）をパラメータとし，これと反発係数の

関係を図 1 に示す。同図より，単位長さあたりの質量が増加

すると反発係数は減少するが，これは衝突による被衝突面の

損傷が大きくなり，それに伴い∆𝐸も大きくなったためと思わ

れる。 

3. 実大スケールにおける反発係数及び力積の評価 

3.1 実大スケールの反発係数及び力積の換算 

 ここまでで述べた反発係数 e 及び力積 I の実験値は，被衝

突物であるスタブを反力床に完全固定したため，被衝突物の

質量を無限大（𝑚𝑠/𝑚𝑏 ≒ 0）とみなした時の結果であり，こ

の結果を実大スケールの建築物（ここでは文献[2]の 6 階 RC

造津波避難ビルを想定し，質量を 5356t とした）へ適用する

ためには𝑒及び I の換算が必要である。そこで𝑚𝑏 = ∞  として

(1)式から𝑒を求め，これを再度(1)式に代入することで，(2)式

と(3)式に示す実大スケールの反発係数𝑒′と力積𝐼′が得られる。 

3.2 実大スケールの反発係数及び力積の評価 

 (3)式より漂流船舶の衝突による力積は，反発係数𝑒′が決ま

れば評価できるが，応答解析（4 章）を行うためには，さら

に衝突時間 dt及び衝突力波形形状の評価が必要となる。 

 そこでまず，実大スケールに換算した反発係数𝑒′を図 2 に

示す。また，その 1 で示した実験結果より衝突時間は船長

（材長）の影響で変化するため，衝突時間を船長別に分類し

た（図 3）。同図より，船長別の衝突時間にはばらつきが見ら

れるものの，船長が長くなれば衝突時間は増加する傾向が見

られた。また，本研究で想定した基準船舶（船長 40m）であ

れば平均値でみると衝突時間は 57ms 程度となる。ここで，

基準船舶（排水量 300t，船長 40m）と対象建物（質量 5356t）

の衝突を想定する。(3)式の右辺より算出した力積𝐼′と，衝突

力波形の形状を三角形と仮定し，最大衝突力と衝突時間の実

験値を相似率に従い実大換算（mb＝∞）して算出した力積

（=1/2Fmaxdt）をさらに質量換算（𝑚𝑏 = 5356t）した力積 I’’

（式（4））とを比較したものを図 4 に示す。同図より，両者

は概ね一致していることから，衝突力波形形状は三角形と仮

定した。この時，最大衝突力 Fmaxは（5）式で表される。 
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図 1：単位長さあたりの    

質量と反発係数     図 2：船舶の諸元と反発係数     図 3：船長と衝突時間      図 4：力積の比較 
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4. 非線形時刻歴応答解析による建物応答評価 

4.1 解析対象建物のモデル化 

解析対象建物は図 5 に示す階高 2.85m，水深係数 a=2.0，想

定浸水深 h=10m で設計された 6 階建て RC 造津波避難ビルで

ある[2]。本解析では，対象建物を 6 質点モデルに置換し，津

波波力及び衝突力を外力として入力した。各層の骨格曲線は

降伏変形角を 1/200rad.で一定とした Tri-Linear 型を想定し，

ひび割れ強度は降伏強度の 1/3 倍，ひび割れ変位は降伏変位

の 1/10 倍とした。履歴特性は Takeda モデル（除荷時剛性低

下指数は 0.4）を用いた。減衰は瞬間剛性比例型とし，1 次モ

ードの減衰定数は 0.02 とした。数値積分は Newmark- β 法

（β=1/6）を用いて，積分時間刻みは 2ms とした。単位床面

積重量 12kN/m2とし，ベースシア係数は 1.34，弾性 1 次固有

周期は 0.22sである。 

4.2 解析諸元 

対象建物に作用する津波最大波力は浸水深 h（=10m）に水深

係数 a（=2.0）を乗じた深さ ah の静水圧を考え，各階の床位

置に上下階の階高の半分の波力が集中荷重として作用するこ

ととした。荷重は鉛直方向への浸水速度を 3.0cm/s とし[3]，

a=0 から 2 まで増加させた。対象船舶は，基準船舶（排水量

ms=300t，船長 40m）とし，最大浸水深到達時刻（333s）から

60s後に 4階質点部（5階床位置）に船舶が衝突するものとし

た。また，衝突力は図 6に示す三角形パルス波とした。同図 

 

 

(a)基準階平面図 

 

(b)南立面図 

図 5：対象建物（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

に示すとおり，力積 I’は(3)式より求め，反発係数 e’は図 2 よ

り 0.61（𝑚𝑠/𝐿 = 7.5𝑡/𝑚，𝐿 = 40𝑚）とした。 

解析パラメータは衝突速度（1.0m/s，3.0m/s，6.0m/s）とし

て建物の応答特性を比較検討した。衝突時間は 60ms とした。 

4.3 解析結果 

図 7 に排水量 300t の船舶が衝突速度 6.0m/s で衝突した時

のベースシアと 1 階層間変位の関係を示す。同図より，津波

波力のみが作用している段階では，降伏に至っていなかった

ものが，船舶の衝突を受けて降伏したことがわかる。また，

図 8 は各階の最大層間変位を降伏変位（1.425cm）で除した

最大応答塑性率について比較したものである。衝突速度

1.0m/s であっても降伏に至る階（1 階部）が生じることが分

かる。これは図 7 より，波力のみ作用している段階において

も 1 階は降伏変位近くまで変形するため，大型船舶が衝突す

ると低衝突速度であっても衝突力は大きく，降伏に至る恐れ

があることを意味する。また衝突速度の増加に伴い，衝突力

が大きくなるため，各階応答塑性率は大きくなる。さらに，

船舶の衝突により，衝突階（4 階部）のほか局所的に応答塑

性率が大きくなる階（6階等）が生じる。 

以上の結果より，波力に対する安全性を確保した対象津波

避難ビルに 300t 船舶が衝突すると降伏に至る恐れがあり，津

波避難ビルの設計の際には想定する漂流物の排水量や衝突速

度によっては漂流物の衝突の影響を考慮する必要がある。 

5. まとめ 

本報では，前報（その 1）の実験結果を踏まえた実大スケ

ールにおける衝撃外力評価及び非線形時刻歴応答解析による

建物応答評価を行った。得られた知見を以下に示す。 

(1) 反発係数は衝突速度によらず一定となるが，質量と材

長により変化し，単位長さあたりの質量をパラメータ

にとることにより反発係数の変動を評価できる。 

(2) 実大スケールで衝突力および力積の評価に必要な衝突

力波形の形状と衝突時間及び反発係数は，船舶排水量

と船長から評価が可能である。 

(3) 排水量 300t の 40m 船舶が津波避難ビルに衝突すると，

衝突速度が 1.0m/s であっても降伏する恐れがある。 
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図 6：入力パルス波     図 7：ベースシア－層間変位図   図 8： 最大応答塑性率        
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